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現在の地球の大気組成の主成分は窒素 78％，酸素約 21％，アルゴン約 0.93％と見積もられ
ている。大気組成は地球誕生時から刻々と変化しているが，地球の歴史と対比した人類の歴史
はあまりにも短く，そのスパンにおいてはこれまでほぼ一定の組成とみなすことができた。と























しかしその後産業革命が起こったのち，たった 200 年足らずで 50 億人の増加をもたらし，現
在も増え続けている。2017 年に国連が発表した世界人口予測 2017 年改訂版によると，今後



























































持続可能な発展（Sustainable Development:SD）の理念は，スローガンとして “Only One 















ミレニアムサミットがある。ここでは 2015 年を達成目標年次とする 8ゴール 18 ターゲットが








また 2007 年には気候変動に関する政府間パネル（IPCC）がその第 4次報告書において，将
来予測の深刻さとその原因が 90％以上の確率で人為的 CO2 排出の影響によるものであるとの
衝撃的な発表を行った。その後，地球サミットから 20 年という節目にフォローアップを行う
ために，2012 年に「国連持続可能な開発会議（リオ +20）」が開催された。ここでは成果文書





















ある。初年度である 2008 年には 13 都市，2012 年には 7都市，そして公募最終 2013 年に 3都
― 70 ―
バイオマス資源を活用した持続可能な地域モデルの研究（林隆紀）



















れてきた。平成 29 年版高齢社会白書によると，2016 年 10 月 1 日現在，日本の総人口は 1億
2693 万人であり，2年前と比べて 15 万人減少したとされている。また 65 歳以上の高齢者人口
は 3,459 万人となり，総人口に占める割合（高齢化率）も 27.3％と発表されている。更に 2053








スで進んでいる。たとえば高知県産業振興推進部（2015）によると，1955 年と 2010 年を比較
すると，高知県全体では人口比 10.5％の減少が観測され，さらに県内中山間地域に限定すると
















我が国の森林面積は国土の約 2/3 にあたる 2505 万 ha あり，バイオマス資源に関しては世
界有数の資源国であるといえる。農林水産省はバイオマス資源の定義を「再生可能な，生物由
来の有機性資源で化石資源を除いたもの」としているが，平成 28 年度「バイオマス活用推進























































































































































ロッパでは産業用で 20 円台後半，住宅暖房用として 30 円台後半で取引されている（日本木質
バイオマスエネルギー協会 2018）。それに対し国内では補助金を投入しても一般的には 40 円
台となり，価格競争力に大きな差があることがわかる。この直接的な原因はペレット生産規模
で，現システムの生産体制では経済的に太刀打ちできないことが，複数の研究者によって指摘
されている。国は国内のバイオマス資源の有効利用を促進するために，2012 年から FIT 制度
を導入した。安藤（2014）はこの制度によって国内未利用材の需給についてのシナリオとして，









































ことの強みに注目してきた。しかし 5.1 で示したように，梼原町の 6区における区長は，制度的，
経済的な位置づけが曖昧であるのにもかかわらず，その業務内容は多岐にわたり，また激務で











































United Nations, “World Population Prospects The 2017 Revision”，2019，


















佐藤友光子，2017，「中山間の地域再生と区長制―高知県高岡郡檮原町を事例として」, pp.223-250, 岩上 真










go.jp/jp/singi/tiiki/kankyo/）（2018 年 8 月 10 日閲覧）
内閣府地方創生推進室，2018，『「SDGs 未来都市」等の選定について』平成 30 年 6 月 15 日報道資料
日本木質バイオマスエネルギー協会，2018，『岐路に立つ日本の木質ペレット産業』（https://www.jwba.













2020 年 11 月 12 日受理

